
飯塚市監査委員告示第 14 号  

 

地方自治法第 199 条第 14 項の規定に基づき、飯塚市長より定期監査の結果に対

する措置について通知を受けたので、飯塚市監査基準第 24 条第 2 項の規定により

次のとおり公表する。 

令和 8 年 9 月 3 日 

 

飯塚市監査委員  井 上 信 也   

飯塚市監査委員  永 末 雄 大   

 

1 措置を講じた部署 市民協働部 人権・同和政策課、スポーツ振興課 

 

2 措置状況の内容  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

定期監査の結果に基づく検討改善事項の措置状況 

人権・同和政策課【局長指摘事項】 

検 討 改 善 事 項 措 置 の 状 況 

1 筑穂人権啓発センター事業の領収印の取扱い

について 

各人権啓発センター(以下「センター」という。)

ではセンターを利用する際の使用料や各教室実

施に伴う個人負担金を徴収している。 

センターの現地調査を行い、現金取扱員の配置

及び領収印の保管を確認したところ、筑穂人権啓

発センターに保管されるべき領収印2-5は人権・

同和政策課に返納したとの回答を受け、人権・同

和政策課内に保管されていることを確認したが、

令和 7 年 3 月 13 日に領収印 2-5 は不用の決定が

なされていた。 

センターにおける使用料の受領に備え、領収

印はセンターにあるべきであり、筑穂人権啓発

センターのみ異なる取扱いを行うことは適切で

ないことから、領収印は速やかに備品の登録を行っ

た上で、センターにおいて適切な事務処理を行う

こと。 

 

 

令和8年6月5日付で、領収印の備品登

録を完了し、各種使用料及び各種講座参加

者負担金の受領に備え、筑穂人権啓発セン

ターの施錠可能場所にて保管している。 

2 筑穂人権啓発センター使用料について 

飯塚市人権啓発センター条例(平成18年飯塚市

条例第 141 号)第 12 条第 1 項において、「利用者

は、センターの事業及び社会教育に関する事業を

除くほか、別表に定める使用料を納付しなければ

ならない。」と規定されており別表には室名、施設

使用料等が規定されている。 

しかしながら、筑穂人権啓発センターにある教

養娯楽室は他の会議室等と同様に利用者から利

用申請書を提出してもらい利用許可を行ってい

るものの条例には規定されていない。 

筑穂人権啓発センターの会議室の利用におい

て現状と条例とが相違していることから、精査を

行い、他の会議室等と同様の取扱いとするのであ

れば、条例の改正を行うこと。 

 

教養娯楽室は、図書や資料の閲覧などに

使用することを目的に設置している。 

会議室等と同様の使用については、今後、

是正し、本来の使用目的に即した使用を行

うこととし、会議室と同様の取り扱いを行

わない。 

3 主任技術者届の提出について 

業務委託契約事務取扱要領【長期継続契約(単

年度 100 万円以下)】によれば、単年度の契約金

額が100 万円以下の案件は、業務予定表、主任技

術者届を省略できるが、業務の履行にあたって資

格等を要する業務については、主任技術者届、雇

 

業務の履行にあたって必要な資格等を要

する業務の証明書類として、令和8年5月

25日付で「保安業務担当者名」「電気主任

技術者免状の種類及び番号」が記載された

書類を受注者より３施設分受領済み。 



検 討 改 善 事 項 措 置 の 状 況 

用関係確認書類写し、免状等の写しを提出させ確

認を行うこととされている。 

しかしながら、伊岐須会館自家用電気工作物保

安管理業務委託及び立岩人権啓発センター外1館

自家用電気工作物保安管理業務委託について、契

約書において有資格者(保安業務)に点検させる

としているものの、主任技術者届等を提出させて

いなかった。 

早急に主任技術者届等の提出を求めるととも

に、今後は同要領を遵守し契約事務を行うこと。 

今後は、業務委託契約事務取扱要領等を

踏まえ、書類等の不備が無いよう契約書及

び業務内容の確認を行いながら、業務を行

うものとする。 

4 穂波及び筑穂人権啓発センター夜間及び休日

施設管理委託について 

(1) 委託業務報告書について 

穂波人権啓発センター及び筑穂人権啓発

センター夜間及び休日施設管理委託仕様書

において「業務を行った場合は、速やかに業

務報告書をまとめて報告するものとする。」

と規定されている。 

しかしながら各月に提出される業務委託

完成(完了)届兼業務委託完成(完了)検査報

告書には人権啓発センター行事報告書が参

考資料として添付されているだけである。今

後は「業務報告書」の提出を求めること。 

(2) 本人確認書類の取扱いについて 

筑穂人権啓発センター夜間及び休日施設

管理委託については、個人と委託契約を締結

し、本人確認書類として「福岡県国民健康保

険被保険者証兼高齢受給者証の写し」を求め

ている。本人確認書類における保険証の取扱

いについては、令和2年10月1日に医療保険制

度の適正かつ効率的な運営を図るための健

康保険法等の一部を改正する法律により健

康保険法等が改正され、保険者番号及び被保

険者等記号・番号（以下「被保険者等記号・

番号等」という。）について健康保険事業又は

これに関連する事務の遂行等の目的以外で

これらの告知を求めることを禁止する規定

が新たに設けられたところである。 

しかしながら、添付されている福岡県国民

健康保険被保険者証兼高齢受給者証につい

ては被保険者等記号・番号等がそのままの状

態であった。 

今後、健康保険被保険者資格証明書の写し

の提出により本人確認等を行う場合には、あ

 

 

(1) 指摘を受けて確認を行ったところ、従

前より「業務日報」を作成していること

が判明した。 

そのため、令和8年4月に遡って、業

務従事者にて作成されている「夜間従事

者の業務日報」を「人権啓発センター行

事報告書」と併せて、業務委託完成（完

了）届に添付するよう、事務処理を変更

した。 

 

 

(2) 筑穂人権啓発センター夜間及び休日

施設管理委託の本人確認書類として提出

された、福岡県国民健康保険被保険者証

兼高齢受給者証について、人権・同和政

策課にてマスキング処理を行った。 

 今後は、個人情報の取り扱い等に留意

し、不必要な箇所については、マスキン

グ処理を行うものとする。 



検 討 改 善 事 項 措 置 の 状 況 

らかじめ個人に対し被保険者等記号・番号等

にマスキングを施すよう求め、マスキングを

施された写しを提出させること。また、被保

険者等記号・番号等にマスキングが施されて

いない写しが提出された場合には、人権・同

和政策課においてマスキングを施すこと。 

5 備品管理について 

備品について抽出し確認を行ったところ、各人

権啓発センターにおいて備品シールの貼付がな

されていない備品、廃棄済みのため現在は存在し

ない備品及び台帳に記載されているにもかかわ

らず、所在不明の備品が確認された。 

備品管理については前回も指摘を行っている

ところである。早急に備品と台帳の照合を行い、

今後は適切な備品管理を行うこと。 

 

今回指摘のあった、廃棄済み備品の処理

及び備品台帳との照合については、年度内

を目途に作業を行うこととする。 

 
 

スポーツ振興課【局長指摘事項】 

検 討 改 善 事 項 措 置 の 状 況 

1 備品管理について 

備品について抽出し確認を行ったところ、「飯

塚市教育委員会印」「飯塚市教育委員会教育長印」

及び「穂波B&G海洋センター所長印」の公印3個

が台帳に登録されているが、「穂波 B&G 海洋セン

ター所長印」については所在不明であった。 

担当者に確認したところ、現在、公印3個とも

使用していないとのことだった。 

なお、当該公印3個は、飯塚市教育委員会公印

規則(平成 18 年飯塚市教育委員会規則第 9 号)及

び飯塚市公印規則(平成18年飯塚市規則第12号)

において、規定されていない公印であった。 

早急に備品台帳の整理を行い、今後は適切な備

品管理を行うこと。 

 

令和8年6月5日、備品台帳との照合に

より現物の確認を行い、所在不明の備品に

ついては廃棄処理を行った。また、現存し

ているが使用していない備品についても廃

棄処理を行った。 

今後は、定期的に備品の確認及び台帳と

の照合作業を実施し、適切な備品管理を行

うよう徹底する。 

2 直営体育施設の利用許可について 

飯塚市体育施設条例施行規則(平成25年飯塚市

規則第14号)第 2条第1項では、体育施設を専用

若しくは部分利用する場合又は附属施設を利用

する場合、施設管理者は利用許可申請書(以下「申

請書」という。)を審査し、利用許可書を交付する

旨定められている。 

しかしながら、筑穂地区、庄内地区、頴田地区

に設置されている、直営の体育施設は、使用料を

 

オンラインでの許可書発行が可能な予約

システムの導入を行っており、これに伴う

実務フローの変更とオンライン運用の適正

化を図るため、条例及び規則について、実

態と制度の整合を図る改正を令和 8 年 12

月に行う。 



券売機で管理しており、利用者より提出された申

請書の審査及び利用許可書の交付を行っていな

いことが確認された。 

令和 8 年 3 月には、体育施設窓口でのキャッ

シュレス決済も開始しているため、現状に合わせ

た規則の改正を早急に行うこと。 

3 直営体育施設の施設使用料について 

直営体育施設の施設使用料の管理において、

下記の不適切な事務が見受けられた。 

(1) 券売機収入の余剰金の管理について 

筑穂地区、庄内地区、頴田地区に設置されて

いる直営体育施設では、券売機で使用料を管

理しており、毎月、各施設の利用許可申請書

(以下「申請書」という。)で、使用料を確認し

納付している。 

しかしながら、申請書で確認できない収入

金が券売機の中にある場合は、その現金を余

剰金として取り扱っており、令和 5 年度から

令和7年度までの3年間、余剰金16,320円(余

剰金の内訳：筑穂地区分 2,160 円、庄内地区

分 13,140 円、頴田地区分 1,020 円)を、券売

機内で保管していたことが確認された。 

余剰金として保管していた現金を収納する

とともに、公金の安全管理を徹底すること。 

(2) グラウンドゴルフ場券売機収入の確認書 

類について 

飯塚市グラウンドゴルフ場の使用料は、券

売機で管理され、毎月委託業者よりその月の

使用料収入の報告書(以下「報告書」という。)

が提出されている。スポーツ振興課において

は、券売機から発行された帳票(以下「帳票」

という。)に基づいて、調定書を起票し、使用

料として収入している。 

しかしながら、調定書に添付された報告書 

を確認したところ、報告書に記載された収入の

期間と、帳票に記載された収入の期間が相違し

ていた。  

① グラウンドゴルフ場12月分 

(使用料収入)116,800円 

報告書(期間) 

令和7年12月 1日から12月28日まで 

帳票(期間) 

令和7年12月 4日から1月6日まで 

② グラウンドゴルフ場1月分 

(使用料収入)115,000円 

 

 

 

(1) 事前購入等による利用状況以上の券

売機収入が生じていたが、券売機収入に

合わせた収入処理をするように改めた。 

  今後は収入状況に合わせた公金の安全

管理を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 毎月月締めで集金することが不可能

であるため、月間の利用状況から算出す

る金額と集金金額は差異が生じる。使用

料収入は集金時の券売機収入に合わせた

処理を実施するよう改めた。 

  今後は利用状況及び収入金額等の内容

を精査し、適正な事務処理を行う。 



報告書(期間) 

令和8年1月4日から1月31日まで 

帳票(期間) 

令和8年1月6日から2月5日まで 

管理監督者においては、決裁の際は内容を

精査するとともに、部下への指導を徹底し、適

正な事務を行うこと。 

4 使用料減免について 

飯塚市文書管理規程(平成 24 年飯塚市訓令第 4

号)第 21 条第 2 項第 2 号によれば、「収受登録し

た配布文書等には、受付印を押印し、及び供覧・

決裁欄を設けた上、次に掲げる事項を記入し、及

び設定すること。」、同条第3号によれば、「前2号

に規定する事項を記入し、及び設定した配布文書

等は、当該文書に関する事務処理の概要を朱書き

の上、供覧し、又は決裁に付すこと。(略)」と規

定されている。 

しかしながら、飯塚市体育施設の使用料減免申

請書について、受付印がなく、決裁に付されてい

ないものが見受けられた。 

また、当該申請書が決裁に付されることなく、

使用料を全額減免しているものが見受けられた。

当該事例等は、飯塚市体育施設条例施行規則(平

成 25 年飯塚市規則第 14 号)第 7 条に規定する全

額減免の基準を満たしているものの、決裁に付さ

れた上で減免されるべきものである。 

今後は規程等に基づき適切な事務処理を行う

こと。 

 

指摘事項については、直ちに是正した。 

また、令和8年6月9日に、文書管理及

び使用料減免についての課内研修を実施す

るとともに、課内掲示板に定期監査の指摘

事項と文書管理規程等を掲示し、注意喚起

した。 

今後は、飯塚市文書管理規程及び飯塚市

体育施設条例施行規則に遵守し、遺漏のな

いよう適切な事務処理を行う。 

5 契約事務について(局長指摘事項) 

(1) 「業務完成(完了)確認通知書」の通知に 

ついて 

業務委託契約事務取扱要領【その他の随契

(各課契約分)契約金額 50 万円超】(令和 7 年

5月以降は100万円超)によれば、「委託業務完

成(完了)検査に合格した後、速やかに「業務完

成(完了)確認通知書」を作成し、受注者に通知

する」旨が規定されている。 

しかしながら、令和 5 年度及び令和 6 年度

の社会体育事業委託において、「業務完成(完

了)確認通知書」を受注者に通知していなかっ

た。 

今後は、同要領を遵守し、適切な事務処理を

行うこと。 

(2) 「主任技術者届」の添付書類について 

業務委託契約事務取扱要領において、主任

  

(1) 令和 8 年 6 月 9 日に、契約事務につ

いての課内研修を実施するとともに、業

務委託契約事務取扱要領を掲示し、注意

喚起した。 

今後は、業務委託契約事務取扱要領を

遵守し、適切な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 指摘事項については、雇用関係の確認

を行い、直ちに是正した。また上記課内



技術者届の提出とともに、「受注者と主任技術

者との雇用関係確認のため、所属会社の雇用

証明書等を添付させること」とされている。 

しかしながら、社会体育事業委託の主任技

術者届には、所属会社の雇用証明書等の添付

がなく、主任技術者との雇用関係が確認され

ていなかった。 

今後は、受注者と主任技術者との雇用関係

を確認し、遺漏ないよう事務処理を行うこと。 

研修を実施し、注意喚起した。 

今後は、遺漏のないよう適切な事務処

理を行う。 

 

 


